
いま、新しい時代にふさわしい憲法に改正

しようと、各政党や報道機関、経済界や民

間団体の間で盛んに改正案が提唱されて

います。国会でも、国民投票法が成立し、

衆参両院に憲法審査会が設置され活動を

開始しました。 

２１世紀の世界に躍進する新しい日本を

築くためには、憲法改正の国民的論議は避

けて通れません。ここに各界より提唱されて

いる、主な憲法改正の意見をご紹介しま

す。ともに国民的論議を巻き起こしましょう。 

 

❶前文…日本の美しい伝統 
文化を明記しよう 

自らの国の安全と生存を、「平和を愛す

る諸国民の公正に信頼」して委ねるという、

他人任せな規定を見直すとともに、前文に

は、建国以来２千年の歴史をもつ、我が国

の美しい伝統・文化を謳いあげましょう。そし

て、世界平和に積極的に貢献する、国民の

決意を表明することも大切です。 

 

❷元首…国の代表は誰かを 
明記しよう 

国際社会では、天皇は日本国の元首と

して扱われています。しかし、国内では、

「天皇は単なる象徴にすぎない」とか、「元

首は首相だ、国会議長だ」という憲法論議

が絶えません。国家元首は一体誰なのか、

憲法に明記する必要があります。 

 

❸九条…平和条項とともに 
自衛隊の規定を明記しよう 

自衛隊は国防の要であり、さらに世界の

平和貢献活動や大規模災害支援にも大き

な役割を果たしています。しかし、憲法上

「違憲」の疑義があると指摘され、自衛隊の

憲法上の根拠はあいまいです。９条１項の

平和主義を堅持するとともに、９条２項を改

正して、自衛隊の国軍としての位置づけを

明確にします。 

❹環境…世界的規模の環境 
問題に対応する規定を 

古来、日本人は自然への敬意をいだき

自然環境の保全に努めてきました。また、

地球規模の環境破壊が進む中、自然との

共存、環境保全は世界的課題であり、環境

規定は喫緊の現代的課題でしょう。 

 

❺家族…国家・社会の基礎 
となる家族保護の規定を 

家族は、国家社会の基礎をなす共同体

です。社会の発展、子弟の教育などを支え

る家族の保護育成は、世界各国でも憲法

に規定されている重要な項目です。 

 

❻緊急事態…大規模災害な 
どの緊急事態対処規定を 

東日本大震災は、千年に一度という想定

できない大惨事を招きましたが、緊急事態

対処の憲法規定があれば、国民を災害から

守ることができました。来るべき大災害に対

処しうる憲法規定が必要となっています。 

 

❼９６条…憲法改正へ国民 
参加のための条件緩和を 

我が国の憲法は、国民大多数が憲法改

正を求めても、国会議員の３分の１が反対

すれば改正できない、世界で最も厳しい改

正要件になっています。憲法改正への国民

参加を実現するため、憲法改正要件の緩

和が求められます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２１世紀の世界に躍進する日本を創造するた

め、憲法改正は喫緊の課題です。今こそ国

民の英知を結集して、新しい時代にふさわし

い日本の憲法を制定しましょう。 
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《図１》世界の成文憲法保有１８８ヵ国のうち 

日本は古いほうから１４番目、無改正の国 

50％ 

 
 

 

 

 

世界１４番目に古いと言われる日本国憲法―。世界情勢は制定当時から激変しているのに、一度の改正も行われ 

ていません。日本国民はこの７０年間、自らの憲法の在り方を国民投票で意思表明する機会を与えられてきませんで 

した。２１世紀の世界に誇りと責任をもって躍進する日本を国民みんなで創造するため、私共は国会に国民投票の実 

現を求めて参ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

        

          
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 国   名 制定年 憲法改正回数 

１ アメリカ １７８７年 １８回、２７ヵ条 

２ ノルウェー １８１４年 ２００回以上 

３ ベルギー １８３１年 ２４回、８２ヵ条 

４ 日 本 １９４６年 無改正 

５ イタリア １９４７年 １６回、４３ヵ条 

６ ドイツ １９４９年 ５７回、１９８ヵ条 

７ インド １９４９年 ９６回 

８ フランス １９５８年 ２４回 

 憲法憲法憲法憲法にににに規定規定規定規定されているされているされているされている項目項目項目項目    採択国数採択国数採択国数採択国数    

１   
国家緊急事態対処規定 １００ヵ国 

２ 
 

平和条項 ※日本はこれのみ規定  ９８ヵ国 

３ 
 

環境の権利・保護規定  ９０ヵ国 

４ 
 

政党条項  ９０ヵ国 

５ 
 

家族の保護規定  ８５ヵ国 

報道機関 賛賛賛賛    成成成成    反 対 その他 

読売新聞 51515151％％％％    31％ 18％ 

朝日新聞 54545454    37 9 

毎日新聞 60606060    32 8 

産経新聞 62626262    27 11 

日経新聞 56565656    28 16 

《図２》近年制定された１００ヵ国の新憲法の項目 

～日本は「平和条項」以外は規定がない～ 

    

⑴⑴⑴⑴日本の憲法は、成文憲法保有１８８ヵ国の中１４番目に古く、しかも一度も

改正されていない憲法としては世界最古です。☞《図１》 

成文憲法を持つ世界１８８ヵ国のうち、日本は１４番目に古い憲法であり、しかも無改正の憲法としては世界最古です。

世界の国々は、時代や世界の変化に合わせて、よりふさわしい憲法に改めてきました。しかし、わが国は制定より約７０

年間、一度の改正も行っていません。時代も、世界も、社会も大きく変わったのに、憲法は変らなくてよいのでしょうか。         

⑵⑵⑵⑵近年制定された１００ヵ国の新憲法には、緊急事態、平和、環境、政党、

家族などの大切な項目が規定されていますが、日本には、平和条項以

外は規定されていません。☞《図２》 

近年２０年間に、世界約１００ヵ国が新憲法を制定しました。そのほとんどの国には、緊急事態対処、平和条項、環境

の保護、政党条項、家族保護などの項目が規定されています。しかし、わが国は唯一「平和条項」が規定されている

だけで、他の大切な項目は盛り込まれていません。日本国憲法は、国家の基本法としてふさわしいのでしょうか。         

⑶⑶⑶⑶我が国報道各社の世論調査では、毎年、過半数の国民が憲法改正に賛

成していますが、国民は一度も国民投票を経験していません。☞《図３》 
憲法記念日に実施される報道機関の世論調査では、毎年、改憲賛成の世論が過半数を占めています。改正を求め

る国民の声がいくら大きくても、国会の３分の２以上の賛成で国会発議されなければ、国民投票は実施されません。 

    

時代は変った。憲法は変ったか？？？？ 
― いまこそ,世界の中で日本の憲法を考えよう。 

 

《図３》憲法改正に関する世論調査 (平成 25 年３～４月実施) 

～改憲賛成の国民世論は毎年過半数を占めている～ 

(出典＝図１～２は西修・駒澤大名誉教授の研究資料より作成) 
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